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災害対策特別委員会活動経過報告書

災害対策特別委員会の活動経過について、下記のとおり報告します。

記

１ 活動年月日

(1)平成２６年 ５月３１日 委員の派遣

(2)平成２６年 ６月 ９日 委員の派遣、陳情審査、報告聴取

(3)平成２６年 ６月１３日 正副委員長互選

(4)平成２６年 ７月３０日 委員の派遣

２ 活動経過

(1) ５月３１日

平成２６年度杉並区合同水防訓練を視察するため、以下の場所に委員を派遣した。

都立和田堀公園競技場（杉並区大宮二丁目２６番）

(2) ６月９日

① 委員の派遣

陳情審査に関連し、エネルギー問題に関する事項を調査するため、以下の場所に

委員を派遣した。

旧杉並中継所（杉並区井草四丁目１５番１８号）

② 陳情審査

２３陳情第７号 井草森公園ゴミ中継所跡地に発電機設置を求める事に関する

陳情

審査を行った結果、不採択すべきものと決定した。

③ 報告聴取

ア 杉並区新型インフルエンザ等対策行動計画（案）について

新型インフルエンザ等対策特別措置法第８条に基づき、新型インフルエンザ

等対策行動計画（案）を策定したとのこと。計画は、国及び東京都の計画との



整合性を保つものとし、発生した新型インフルエンザ等の特徴を踏まえて弾力

的な運用ができるよう、対策の選択肢を示すものであるとのこと。対策の目的

は、感染拡大を可能な限り抑制して、区民の生命、健康を守る、あるいは区民

生活、経済活動に及ぼす影響が最小となるようにすることである。新型インフ

ルエンザ等が発生した場合の体制としては、政府・都対策本部が設置されたと

きは、任意の区対策本部を設置するが、政府が緊急事態宣言を発令した場合は、

特措法に基づく対策本部に移行すると規定しているとのこと。今後のスケジュ

ールとしては、６月に東京都知事への報告、７月には、パブリックコメントを

行い、必要な修正等を加えた後、９月の末までには計画策定予定とのこと。

イ 平成２６年度東京都・杉並区合同総合防災訓練の実施について

杉並区は毎年１１月に総合震災訓練を実施し、東京都も毎年区市町村と合同

で総合防災訓練を実施している。今年は杉並区と東京都で自助・共助と連携を

テーマとし、合同総合防災訓練を実施することとなった。日時は平成２６年８

月３０日土曜日の午前９時から正午までを予定し、被害想定は、２４年の４月

に出された東京の被害想定報告書に基づき、訓練実施時期を考慮した設定を考

えているとのこと。訓練内容は、地域住民の避難場所への避難訓練及び避難所

運営訓練や木造密集地域における救出救助活動訓練等、８項目を想定している

とのこと。訓練会場は、都立和田堀公園会場をメイン会場とし、木造密集地域

を抱えている高円寺北地区会場、災害拠点病院に隣接する桃井原っぱ公園会場

の３か所で東京都と調整しているとのこと。

ウ 水害対応について

６月５日は、１６時５７分に大雨洪水注意報が発表され、翌６日朝の解除まで

情報連絡態勢を取ったとのこと。６日の夜にも、大雨洪水注意報が発表され、情

報連絡態勢で対応したが、２３時３９分に大雨警報が発表となり、都市型災害対

策緊急部隊で８７名の態勢を組み、避難所開設や地域の見回り等を実施した。翌

７日朝には警報が解除となり、避難所を閉鎖し、１２時１５分に情報連絡態勢に

移行したとのこと。８日の５時２３分には、再び大雨警報が発表され、都市型災

害対策緊急部隊で４６名の態勢を組み、避難所開設や地域の見回り等を行ったと

のこと。その後、午前中には情報連絡体制に移行し、翌９日の２時１０分に注意

報が解除されるまで情報連絡態勢を継続したとのこと。

エ 阿佐谷南・高円寺南地区の不燃化まちづくりについて

平成２１年の防災まちづくり計画策定以降、社会資本整備総合交付金や建築物

不燃化助成制度等の活用により、木造密集地域の改善に向けた取り組みを進めて

きた。今年度、東京都が推進する不燃化特区制度を導入し、不燃化のまちづくり

を加速させたいと考えているとのこと。これまでの住宅市街地総合整備事業の実

績として、平成２４年に杉並第六小学校東側馬橋通りの拡幅整備を実施したほか、

沿道部分についても、現在交渉中のものが４件あり、うち１件については、今年

度取得予定とのこと。狭あい道路の拡幅整備状況については、平成２５年までに

約３５２平米、整備延長としては、約１８０メートルを整備済みとのこと。

また、この地区の不燃化率は、平成２５年度末で５４％であり、防災まちづく



り計画が策定された平成２１年度の５０．５％から、３．５％増加したとのこと。

また、不燃化特区制度については、老朽建築物の除却費の一部助成や最大５年

間の固定資産税・都市計画税の減免等、５項目の支援制度を設けたとのこと。今

後、当面は制度説明等のため不燃化特区対象区域内の全戸を訪問することや、馬

橋通りの拡幅整備を中心的に進めるとのこと。

オ 平成２６年度杉並区合同水防訓練の開催結果について

参加者は２３６名であったとのこと。中学生レスキュー隊や東京消防庁、災害

時支援ボランティア、地域住民、消防団、消防署、区職員も含め、訓練に取り組

み、それぞれの役割や相互の連携の確認と水防活動の習熟を図ることができたと

考えているとのこと。

以上のとおり、５件の報告を聴取し、質疑応答を行いました。

(3) ６月１３日

正副委員長の互選を行った。その結果、委員長には富田たく委員、副委員長には

今井ひろし委員がそれぞれ選出された。

（4） ７月３０日

第５２回東京河川改修促進連盟総会及び促進大会に参加するため、以下の場所に委

員を派遣した。

日本青年館大ホール（新宿区霞ヶ丘７番１号）

以上


